
会 場  福岡県吉塚合同庁舎８階 ８０３会議室

主    催：福岡県（コラボステーション福岡） 
企画・運営：社会福祉法人 福岡県社会福祉協議会 
協    力：災害支援ふくおか広域ネットワーク（Ｆネット） 



日 程 表 

時間 内容 講師等 頁 

10：30～ 

10：35 
●開会 福岡県  

10：35～ 

11：30 

●基調講演 

「多様な主体が連携した 

災害ボランティア活動について」 

福岡県社会福祉協議会 

 災害福祉支援センター 
７ 

11:30～ 

12:00 

●災害中間支援組織の活動紹介 

 「被災者支援×NPO・ボランティア団体」 

災害支援ふくおか広域ネットワーク 

  幹事 松田 光司 氏 
２２ 

12：00～ 

13：00 
昼食休憩 

13：00～ 

14：30 

●パネルディスカッション 

 「行政×社協×NPO」 

【パネリスト】 

朝倉市 

朝倉市社会福祉協議会 

一般社団法人 Camp 

【進行】 

福岡県社会福祉協議会 

  災害福祉支援センター 

３８ 

14：30～ 

14：50 
休憩 

14：50～ 

16：30 
●ワークショップ 

【進行】 

福岡県社会福祉協議会 

  災害福祉支援センター 

【協力】 

災害支援ふくおか広域ネットワーク 

16：30～ ●閉会 



福岡県社会福祉協議会災害福祉支援センター

多様な主体が連携した
災害ボランティア活動について

福岡県社会福祉協議会 災害福祉支援センター

「知る」･「つながる」被災者支援セミナー

福岡県社会福祉協議会災害福祉支援センター

◆今日のテーマ◆
１ 近年の災害発生状況と被災者の困りごと

２ 被災者を支援するボランティア活動
 社会福祉協議会の役割と災害ボランティアセンター 

３ 多様な主体が連携した
被災者支援活動の必要性

福岡県社会福祉協議会災害福祉支援センター

１ 近年の災害発生状況と
被災者の困りごと

福岡県社会福祉協議会災害福祉支援センター
令和３年版 防災白書
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福岡県社会福祉協議会災害福祉支援センター
令和５年版 防災白書

福岡県社会福祉協議会災害福祉支援センター
「令和5年度防災気象連絡会資料」（福岡管区気象台）

福岡県社会福祉協議会災害福祉支援センター
「令和5年度防災気象連絡会資料」（福岡管区気象台）

福岡県社会福祉協議会災害福祉支援センター
「令和5年度防災気象連絡会資料」（福岡管区気象台）



福岡県社会福祉協議会災害福祉支援センター
「令和5年度防災気象連絡会資料」（福岡管区気象台）

福岡県社会福祉協議会災害福祉支援センター

福岡県社会福祉協議会災害福祉支援センター 福岡県社会福祉協議会災害福祉支援センター

令和５年７月７日からの大雨に伴う
住家の家屋被害状況

7 月 7 日からの大雨に関する情報（第 36 報・最終報）（令和５年８月１４日）
床下浸水床上浸水一部損壊半壊全壊

１，５４５件９０２件５２５件３２８件２０件久留米市

４００件４０件５０件うきは市

４４件５２件１９件２件朝倉市

５９件２件３件１件那珂川市

１７件１６件２７件３件３件東峰村

１０７件６４件７６件４件広川町

１８３件６１件１８件４件２件その他市町村

２，３１１件１，１２９件６２５件４８０件３２件合 計

５９８件２２件３９件８２２件２８７件
【参考】

Ｈ２９九州北部豪雨災害
（第173報）平成30年6月1日

※１０市町村に災害救助法が適用（久留米市、八女市、筑後市、うきは市、朝倉市、那珂川市、筑前町、東峰村、広川町、添田町）
【参考】平成２９年九州北部豪雨災害では３市町村（朝倉市、東峰村、添田町）に災害救助法が適用



福岡県社会福祉協議会災害福祉支援センター

土砂災害水害
（内水氾濫）地震

限定的限定的広い被災エリア

長期短期長期避難所開設期間

長期短期長期ボランティア
活動期間

多様一様多様被災者のニーズ

・家屋の泥だし
・家財の運び出し
・家屋の片付け 等

・家財の運び出し
・家屋の泥だし 等

・家屋の片付け
・家財の運び出し
・引っ越しの支援
・避難所支援 等

主なニーズ

自然災害別の状況の違い

⇒都市部か山間部かでも状況は大きく変わる。
地域の状況に応じて、被災者の困りごとは
多種多様に変わっていく。

福岡県社会福祉協議会災害福祉支援センター

「災害に備える民生委員・児童委員活動に関する指針」
（全国民生委員児童委員連合会）

福岡県社会福祉協議会災害福祉支援センター

「災害に備える民生委員・児童委員活動に関する指針」
（全国民生委員児童委員連合会）

福岡県社会福祉協議会災害福祉支援センター

日本の避難所は、難民キャンプ以下 
『スフィア基準』
（地域紛争による難民問題に対応するために作られた国際基準）
・避難所の居住空間は最低限一人当たり3.5平方メートル
・適切なプライバシーと安全が確保され、覆いがある
・最適な快適温度、換気と保護を提供する
・トイレの数は男女比で1 3を推奨
（女性は生理や排泄の仕方の違いで時間がかかるため）
・トイレ1つにつき最大20名（初期は50名）

等の基準に達しない日本の避難所

⇒基準以下だと、脱水症状、熱中症、感染症、
生活不活発病（エコノミー症候群）等につながる



福岡県社会福祉協議会災害福祉支援センター

・けがや体調の悪化
・生活習慣の乱れ

物理的な側面 肉体的な側面

精神的な側面 経済的な側面

社会関係の側面 情報に関する側面

｢被災する｣ということ

これらが相互に関連し、被災者に影響を与えてしまう
例）精神的な不安から体調を崩す
例）故郷の喪失感や経済的な苦しさから自死を選ぶ
例）情報が得られないため、支援から取り残される

・家屋や家財の損害
・インフラの破壊

・恐怖や不安
・喪失感や寂寥感

・社会制度の情報
・申請や契約

・収入の減少や途絶
・生活費・復旧費用の増大

・家族や地域の断絶
・社会とのかかわり

福岡県社会福祉協議会災害福祉支援センター

地域には、災害前から困りごとを抱える人もいる。

ＤＶ
被害

困窮
貧困孤立死

介護
離職

8050

ひきこ
もり

老々
介護

ゴミ
屋敷

支援
拒否

うつ
自殺

障害
疾病

ダブル
ケア

多文化間
の葛藤

移動
困難

ヤング
ケアラー

社会背景
・少子高齢化 ・担い手の減少
・核家族化、単身化、孤立化
・経済状況の悪化

普段見えにくかった問題が見えてきたり、より重くなったり、
災害由来の困りごとと複合したりする。

性的マイ
ノリティ

福岡県社会福祉協議会災害福祉支援センター

災害時には、災害由来の困りごとが一気に増え、
平時に困ってなかった人も困ってしまう。

例えば・・・
避難所が遠い/避難所に入れない/車中泊をする場所がない/暑い/寒い/
狭い/衛生状態が悪い/プライバシーがない/トイレが汚い/避難所が砂っ
ぽい/家が壊れた/家の中がぐちゃぐちゃ/家が泥まみれ/自営のお店が再
開できない/ビニールハウスが倒壊した/作物がダメになった/倉庫が崩
れた/お金や通帳を紛失した/病院に行けない/薬が切れた/ペットがいる
から避難できない/透析に行きたい/日本語が理解できないので情報が伝
わらない/耳が悪いので物資の配給のタイミングがわからない/車が水没
して移動手段がない/携帯が充電できない/インフラの不通で何もできな
い/子供の遊び場がない/子どもがうるさい/不安で夜寝れない‥など

災害によって、困りごとの現れ方が違う。
その人の状況によっても、困りごとは違う。

福岡県社会福祉協議会災害福祉支援センター

避難所が「生活」する場所になると・・・
発災時に、避難生活支援が不十分だと「関連死」に繋がってしまう。
「関連死」の状況をみると、高齢者や障害者の割合が高くなっている。

例）東日本大震災 災害関連死者数3,767名
⇒高齢者（66歳以上）の割合
岩手県86.1％、宮城県87.0％、福島県89.8％

⇒障害者の割合24.6％（上記高齢者との重複あり）
熊本地震 死亡273名（直接死50名、災害関連死223名）
⇒災害関連死の８割以上は、７０歳以上の高齢者

⇒避難所での「生活」を支える生活支援の
役割が重要になってくる。

熊本県「平成28（2016）年熊本地震等に係る被害状況について【第 311 報】」
復興庁「東日本大震災における震災関連死の死者数（令和2年9月30日現在調査結果）」
共同通信アンケート「2020年3月1日」



福岡県社会福祉協議会災害福祉支援センター

感情 理性

被災者心理と支援の受け入れ

自主独立の思い
『自分のことは自分でしなくては』
プライバシー
『家の中を見られたくない』
遠慮・恐縮
『自分よりもっと大変な人がいるのに』
『こんな大変な仕事させて申し訳ない』
不安感・不信感・不明
『お願いして大丈夫な人なの』
『何をしてもらったらいいの』
『どこに相談したらいいの』

『自分たちだけで再建は難しい』

「災害ボランティアセンター設置運営訓練 講師資料」

福岡県社会福祉協議会災害福祉支援センター

２ 被災者を支援するボランティア活動
 社会福祉協議会の役割と災害ボランティアセンター 

福岡県社会福祉協議会災害福祉支援センター

災害ボランティアセンターとは
被災者の生活再建を目的に、ボランティアの力をつなげるしくみ
多くのボランティアの気持ちを受け止め、安全・スムーズに被災者
のニーズ（困りごと）につなぐ

被災した人ボランティアを希望する人たち

災害ボランティア
センター

災害ボランティアセンター運営の３つの原則

被災者中心 地元主体 協 働

福岡県社会福祉協議会災害福祉支援センター

災害ボランティアセンターの流れ



福岡県社会福祉協議会災害福祉支援センター

近年の県内災害ＶＣ設置状況等
ＶＯ参加者数市町村災害年度
４５，２９２朝倉市

平成２９年７月九州北部豪雨災害Ｈ２９年度
８，２３８東峰村

８２９添田町
５４，３５９合 計

８９８久留米市

平成３０年７月豪雨災害Ｈ３０年度
３２６飯塚市
７５５嘉麻市※

１，９７９合 計
１９７筑後市８月２７日からの大雨Ｒ１年度

１，１９７大牟田市
７月５日からの大雨Ｒ２年度 ４０５久留米市

１，６０２合 計
３７７久留米市８月１１日からの大雨Ｒ３年度

※嘉麻市のＶＯ参加者数は、１日に１人のボランティアが２件活動した場合、２人としてカウントしている。

福岡県社会福祉協議会災害福祉支援センター

総ボランティア数総活動件数閉所日開設日

７，９７７名９７５件１０月３１日（火）７月１１日（火）久留米市

７１０名２１０件８月１０日（木）７月１２日（水）うきは市

６１０名９６件９月３０日（土）７月１０日（月）朝倉市

１５３人２２件８月 １日（火）７月１１日（火）那珂川市

５６４名８１件９月３０日（土）７月１３日（木）東峰村

１，３７２名１９８件９月１０日（日）７月１２日（水）広川町

１１，３８６名１，５８２件合 計

５４，３５９名１，７８１件【参考】
Ｈ２９九州北部豪雨災害

令和５年７月７日からの大雨に伴う
災害ボランティアセンターの状況

※数字は暫定値のため、変更する場合があります

令和５年１０月３１日現在

※北九州市、八女市、小郡市、大刀洗町は通常のボランティアセンターで被災者の支援を実施

福岡県社会福祉協議会災害福祉支援センター

被災市町村社協
・地域福祉 ・生活福祉資金（特例貸付）
・権利擁護 ・介護サービス
・ボランティアセンター

災害ボランティアセンターの運営

災害ＶＣ
福岡県社協

近隣地区社協

福岡県内社協

九州ﾌﾞﾛｯｸ社協

全国の社協

地区社協

福祉推進委員

民生委員・児童委員

自治会・町内会社協ネットワーク

地域住民

被災者

ＮＰＯ・ＮＧＯ

ＪＣ・ﾗｲｵﾝｽﾞｸﾗﾌﾞ

大学・学校福祉施設

生協・農協

宗教関係団体 地元企業・労組

関係機関・団体等

支援Ｐ
災害ボランティア活動支援プロジェクト会議

国・県

行政

市町村

様々な団体が
支援に集まる

Ｆネット

※段階的支援を実施

福岡県社会福祉協議会災害福祉支援センター

協議体
問題解決に向けて
、住民や行政等の
関係機関と話し合
いを行います。

運動推進体
問題解決に向けて
、社会に働きかけ
を行います。

事業体
問題解決に向けて
、具体的な事業や
サービスを開発・
実施します。

社協

地域住民
自治会
町内会民生委員・

児童委員

行政機関

ボランティア
団体・ＮＰＯ

学校・
教育機関

企業
商店

福祉施設・
事業所

医療関係 関係団体
（ライオンズクラブ等）

連絡・調整

参加・協働 支 援

地域の様々な団体と協力し、地域の社会課題を解決する組織です 

社会福祉協議会とは、



福岡県社会福祉協議会災害福祉支援センター

社会的孤独・孤立 子どもの貧困

生活困窮 買い物弱者

防災・災害支援

困りごとの相談

不登校・引きこもり

例えば、こんな社会課題に
対応しています 

福岡県社会福祉協議会災害福祉支援センター

地域を基礎に活動を展開
日常的に住民と接している（地縁組織と顔の見える関係） 
センター閉所後も本来的機能で被災者の生活の支援と被災地の
復興支援を継続（生活支援相談員による支援など） 

地域福祉を推進する団体としての機能・事業 
ほとんどの社協に「ボランティアセンター」機能がある 
福祉の相談機関・福祉サービスをとおして要支援者を把握 
地域の生活課題を把握し、解決する機能を有している 
行政や幅広い機関・団体と関係を構築している 
民間としての機動力がある 

全国的なネットワークを有する組織
すべての自治体に存在する 
全国的なネットワークを有している 等

社協が災害ボランティアセンターを運営する理由

福岡県社会福祉協議会災害福祉支援センター

３ 多様な主体が連携した
被災者支援活動の必要性

福岡県社会福祉協議会災害福祉支援センター

・家屋内外の片づけ、家財の移動、泥出し など
復旧ニーズ

生活・福祉ニーズ

情報ニーズ

精神的ニーズ

地域・集団ニーズ

被災者の多様なニーズ

・避難所の運営・ルール作り、公共スペース など

・衣・食・住、要援護者対応 など

・連絡、生活、支援情報 など

・心のケア、傾聴 など



福岡県社会福祉協議会災害福祉支援センター

被災者ニーズ民間支援可能ニーズ
ボランティア活動可能ニーズ

不特定多数ボランティア
活動可能ニーズ

被災者ニーズと支援者

行政

企業

専門職

物資泥出

炊出 手話
育児 傾聴

情報掃除

相談

技術

知識

制度法医療金銭

福祉機関

ケア

足湯

「災害ボランティアセンター設置運営訓練 講師資料」
福岡県社会福祉協議会災害福祉支援センター

災害ボランティア活動は多種多様

左上 災害ボランティアセンターでの広報支援
（東峰村・平成２９年７月九州北部豪雨災害）

左下 災害ボランティアセンターでの運営支援
（久留米市・令和２年７月５日からの大雨）

右上 被災地での炊き出し
（朝倉市・平成２９年７月九州北部豪雨災害）
出典 広島文教大学

福岡県社会福祉協議会災害福祉支援センター

日常的なつながりを活かす

子ども食堂（居場所／食事提供）

町内会、老人クラブ（サロン活動、声かけ）
民生・児童委員（要配慮者の把握、見守り）

保健所、福祉部局等（個別訪問、制度理解等）

例

⇒ 普段の活動が、そのまま災害時にも活かされる 

平時

ニーズ把握（要配慮者含む）

炊き出し、ニーズ把握

移送サービス（要配慮者や道路状況把握）

弁護士会（制度理解/相談活動）

災害時

送り出し、要配慮者のニーズ把握

情報提供、法律相談

ニーズ把握、情報提供、制度相談等

「災害ボランティアセンター マネジメント研修 講師資料」
（Ｒ４ 全国社会福祉協議会）

福岡県社会福祉協議会災害福祉支援センター

NPO・NGO等一般ボランティア（災害VC）分野

重機での土砂等、床・壁・屋根の応急措置
廃棄物の分別・回収、住宅再建の相談・講習会

（ニーズ把握）
土砂出し、家財出し、片づけ・清掃

被災家屋

アセスメント、物資、環境整備、炊出し、
サロン傾聴、ジェンダー的配慮、ペット、運営

避難所

実態把握調査
物資、家電、食事

在宅避難者

引越し、物資・家電、集会場、
公民館への備品、サロン、見守り支援

仮設住宅

農地からの土砂・廃棄物等撤去
商店街の片づけ・清掃、資機材

生業支援

福祉施設への支援、相談支援・資金支援
こどもの居場所・学習支援、学用品など、
翻訳・通訳

要配慮者

災害VCでの対応範囲は限ら
れていることが多い

しかし、
災害VCには住民から多様なニ

ーズが寄せられる

災害VCで対応できないニーズ
をどうつなぐかも重要な役割

多
様
な
ニ

ズ

多
様
な
支
援

一般ボランティア・NPO等による支援事例

災害ＶＣの限界≠被災者支援の限界
そのためには、多様な主体との連携が必要



福岡県社会福祉協議会災害福祉支援センター

被災者
地域住民

主なボランティア活動ボランティアの参加者種類

被災家屋の泥かき、家財道具の搬出、
清掃等

社会人や大学生、高校生、サー
クル活動 ほか

一般の
ボランティア

物品・車輛・技術等の提供、貸与
広報の支援
災害ＶＣの運営の支援

企業・団体・学校の特徴や強みを活か
した活動

企業の従業員、団体の所属者、
学校の教職員・学生

企業・団体・学校等
のボランティア

ブルーシート張り、畳の消毒、重機を
使用した災害ごみ撤去、トラックによ
る輸送等

ＮＰＯ団体、企業、士業関係
ほか

専門的な
技能等を持つ

ボランティア団体等

◆ボランティアの種類

行政・社会福祉協議会・ＮＰＯ等による三者連携の姿

平 時  関係者と意見交換するなど、日頃から顔の見える関係を構築
発災時  「情報共有会議」を開催し、被害状況の把握、被災者支援の情報共有等を行うなどの取組を実施

マッチング

行 政
（都道府県・市町村）

一般の
ボランティア

マッチング

専門的な技能等
を持つボラン
ティア団体等

◆三者連携の体制

災害中間支援組織
Ｆネット
（ＮＰＯ等）

被災者
地域住民

被災者
地域住民災害ボランティア

センター
（社会福祉協議会）

企業
ボランティア団体

学校等

福岡県社会福祉協議会災害福祉支援センター

社会福祉協議会が期待する各団体の強み

ブランド力
（安心感） 専門性

継続性リソース
（資源）

社協・行政
地域性・公共性
ネットワーク・

機能

福岡県社会福祉協議会災害福祉支援センター

企業・団体・学校等の強みを活かした支援例

・従業員等に参加を募り、団体でボランティア活動団体でのボランティア活動

・避難所での読み聞かせ、炊き出し等の生活支援活動
・専門性等を活かした、一般のＶＯで対応できない活動
※重機を利用した活動、屋根へのブルーシート張り、
倒木や樹木の対応、ブロック塀の破砕等

専門の技能等を持つ職員等による
ボランティア活動

・看護師や看護系の学生の協力
・相談支援の経験がある方や学生の協力
・ＩＣＴ、広報等に長けた総務スタッフの協力
・弁護士、建築士、技術者等、企業に所属する専門スタッ
フの技術提供

災害ＶＣの運営協力
（技術の提供・職員等の派遣）

・ＶＯ活動で活用する資機材の提供・貸与
・ＶＯ用に飲料や自社製品等の提供
・ＶＯ向けのサービス（入浴や食事の割引等）の提供
・被災者宅を訪問する際に活用できる物品の提供
・被災者が必要とするサービス等の提供
・資機材置き場、駐車場、災害ＶＣの場所を提供

物品・サービス・場所等の
提供・貸与

・ボランティア送迎車両、軽トラック・ダンプ等の提供
・運転ボランティアの協力車輛・運転手の提供・貸与

・ＳＮＳでの公式情報をシェア
・企業の広報媒体でボランティア募集情報等を発信広報の協力

福岡県社会福祉協議会災害福祉支援センター



福岡県社会福祉協議会災害福祉支援センター

元広報マンの民生委員
が、災害ＶＣのチラシ
作成に協力 

福岡県社会福祉協議会災害福祉支援センター
広島県社会福祉協議会資料

福岡県社会福祉協議会災害福祉支援センター
広島県社会福祉協議会資料

福岡県社会福祉協議会災害福祉支援センター
広島県社会福祉協議会資料



福岡県社会福祉協議会災害福祉支援センター
広島県社会福祉協議会資料

福岡県社会福祉協議会災害福祉支援センター
広島県社会福祉協議会資料

福岡県社会福祉協議会災害福祉支援センター

青年会議所との連携
• 日本青年会議所（JCI)のもと、10地区（ブロック）、47都道府県、684
青年会議所（ROM)で構成。約32,400名の会員の業種は多岐にわたる

• 大規模災害発生時は、JCIのもとで全国の会員が協力、被災地のJCに活動
資金提供と人的、物的支援を実施する仕組みを構築

• 2018年に全社協とJCIが災害時支援協定を締結。全国で協定締結を推進。
（現在340の社協が災害時協定を締結）

【会員の専門性と技術】
• 廃止された町病院の建物を利用して災害
VCを設置。電源がないため、隣の建物か
ら約30Mを延長コードで電源を確保

• 電源回復の手続と工事に数週間かかると
されるところ、JCの会員企業の協力によ
り3日後に開通した

（R３ 佐賀・大町町）

【機動力とネットワーク】
• 更地に災害VCを設置、水道、電気、通
信、整地、コンテナハウス設置等をJC
の協力で実施。資機材調達でも協力を
得て短期間で準備できた

• 山間地のブランチへの資機材搬送やボ
ランティア送迎にJCが車両とドライ
バーを調整。迅速な支援活動が展開で
きた

（R２ 熊本・八代市）

「災害ボランティアセンター マネジメント研修 講師資料」
（Ｒ４ 全国社会福祉協議会）

福岡県社会福祉協議会災害福祉支援センター

トヨタ自動車九州との協定
令和６年５月１３日に福岡県、
トヨタ自動車九州、福岡県社会
福祉協議会の３者で、災害ボラ
ンティアセンターの運営支援に
関する協定を締結しました。



福岡県社会福祉協議会災害福祉支援センター

他にも・・・
・被災者やボランティアにお風呂を解放温泉施設

・被災者への炊き出し
・ボランティアで活動した方への割引サービス
・打ち上げの一部が義援金になるメニューの企画

飲食店

・買い替えで古くなったタブレットを寄贈パソコン教室

・電話、タブレット、モバイルＷｉ－Ｆｉ等の貸与通信会社

・送迎用車両の貸与と運転ボランティア福祉施設

・送迎車両、軽トラックの提供、貸与
バス会社
整備会社
自動車学校

・動くけど売り物にならない家電を被災者に提供リサイクルショップ
・氷の提供スーパー・魚屋
・初めてのボランティア活動をＳＮＳで発信学生
・ボランティア向けに飲料や食品の提供
・タオル、資機材等の提供
・企業ノベルティの提供
・支援金の贈呈

多数の企業
福岡県社会福祉協議会災害福祉支援センター

災害ボランティアセンターの１日の流れ

福岡県社会福祉協議会災害福祉支援センター

下記３要素に当てはまる方（できれば複数）は、
災害ボランティアセンターのスタッフとして
ぜひ協力をお願いしたい人材です 

地域性
地理を知っている、地名を知っている、人を知っている、
人に知られている、地域につてがある
専門性
福祉の専門性（相談対応・制度知識・コディネート力）
リーダーシップ、フォロワーシップ、安全衛生、物品管理
継続性
毎日参加できる、土日なら参加できる、朝だけならだいた
い手伝える
空いている日があればしばらくは手伝える、

福岡県社会福祉協議会災害福祉支援センター

繋がりは、平時の内に深めていく 

状況変化が大きい災害時には、無理かもしれないと思いつつ『ask』することが有効

「Ｒ４災害ボランティアセンター設置運営訓練 講師資料」



福岡県社会福祉協議会災害福祉支援センター

ご清聴ありがとうございました。

※福岡県内の被災地の状況や被災者支援活動の情報は
福岡県社協災害救援本部のFacebookで発信します。

いいね して、
最新情報をチェック 



被災者支援×NPO・ボランティア団体

災害支援ふくおか広域ネットワーク Fネット
幹事 松田 光司

1

2024/5/31 ＠福岡県吉塚合同庁舎

自己紹介
松田 光司（まつだ こうじ）

• 久留米大学法学部の教授
• 久留米市ボランティア連絡協議会の理事
• くるめ災害支援ネット「ハッシュ」の会長
• 災害支援ふくおか広域ネットワーク（Fネッ
ト）の幹事

• 久留米大学災害ボランティアネットワーク「ゆ
めくる」の顧問

• 「本業+α」×「そなえるくるめ」の副代表
• 久留米市西国分校区自主防災組織 改革担当

2

災害支援ふくおか広域ネットワーク
F ネット とは？
災害支援に携わる多様な主体（自治体・社会福祉
協議会・民間団体、等 ）の連携を通じて、平時の
備えと災害時における被災者・被災地の支援を行う
ことを目的とした、福岡県域の災害ボランティア団
体ネットワークです (令和３年 3 月設立） 。
平時からお互いに顔の見える関係を構築し、災害
時の円滑かつ効果的な被災地支援の活動環境向上に
努めています。

3

会員の状況

•会員：22団体と6個人
•役員：会長1名・副会長3名・幹事7名・監事2名

• 会 長 村江 史年（北九州市立大学 地域共生教育センター副センター長
兼 地域創生学群准教授）

• 副会長 吉田 敦（NPO法人福岡被災地前進支援 理事長）
• 副会長 味酒 安儀（(公社)日本青年会議所九州地区 福岡ブロック協議会）
• 副会長 平川 文（一般社団法人Camp 理事）

4



「F ネット」だからできること
被災地と被災地支援団体のマッチング

•設立と同時に「全国災害ボランティア支援団体ネット
ワーク(JVAOD)」とパートナーシップ協定を締結して
います。

• JVOAD と連携することで、災害時には県内の被災地
支援団体だけでなく、様々な得意分野(ボラセン運営・
避難所運営・技術系支援・子ども支援、等)を持つ県外
及び全国レベルの支援団体を被災地に紹介し、被災地
と支援団体をマッチングすることができます。

5

「F ネット」だからできること
情報共有会議の開催

•情報共有と被災地支援課題への対応協議
•2021 年 3 月 24 日に福岡県・福岡県社会福祉協議会
との三者で「災害ボランティア活動の連携支援に関す
る協定」を締結

•大規模災害が発生した際には、この三者連携協定に基
づき情報共有会議を主催します。県・県社協の他、被
災自治体や市町村社会福祉協議会、被災地支援団体等
も参加し、被災者・被災地ニーズを迅速に把握し、円
滑かつ効果的な支援につなげます。

6

被
災
者
支
援
の
た
め
の

行
政
・
社
協
・N

P
O

等
の
連
携
の
必
要
性

7

NPO等 社会福祉協議会

被災者の困りごと
ニーズ

行政

国・都道府県

市町村

それぞれのリソースを

持ち寄り、連携・協働

被災者支援に関わる
NPO、企業、専門職等

ボランティア活動を
希望する個人

被災地内・外ＮＰＯ等

中間支援組織

災害ボランティアセンタ－

地域支え合いセンター
地域福祉活動等

防
災
に
お
け
る
行
政
の

N
P
O

・ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
等

と
の
連
携
・協
働
ガ
イ
ド

ブ
ッ
ク
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災
害
発
生
時
に
行
政
に

求
め
ら
れ
る
こ
と

9

発災

いのち ＜生命・財産を守る＞
救助、救急、避難誘導、医療など

くらし ＜被災者の生活維持＞
応急的な衣食住(避難所･水･食料)、医療･教育の継続など

再建 ＜生活再建・復興＞
すまい、家計、経済、まちづくりなど

住民の
安否確認

避難所の運
営

物資の受入･
配布

ボランティ
アの受入

復興計画
の策定

10

被災地に対する社協ネットワークの役割と支援の提案（2019年5月22日）より引用

災
害
時
に
お
け
る
行
政
・
社
協

と
外
部
支
援
者
（N

P
O

等
）

と
の
協
働
関
係

11

専門性

地
域
性

被災地の行政・社協
職員

地元ボランティア
地元スタッフ

NPO等の
外部支援者

一般ボランティア
スタッフ等

外部支援者は「被災地の行政・社
協職員」が、彼らにしかできない
ことに専念できるよう支援

平時から災害時に動ける人・
団体を育成する受け入れる受援力を備える

高

高

低

低

Office SONOZAKI
「災害時の社会福祉協議会の役割」をもとに加筆修正

応急期発災 初動期 災害
VC 復旧・復興期仮設住

宅

【避難所支援】
・避難所運営支援
・食事提供（炊き出し）
・子供の遊び場提供
・子供の教育支援
・医療/看護支援
・要配慮者支援
（高齢者/障がい者/外国人等)
・ペット支援
・送迎支援

【状況調査】
・被災状況調査
・被災者ニーズ調査
・在宅避難者調査
・車中泊調査
・支援情報発信

【ボラセン支援】
・ボラセン運営支援
・ボランティア集め
・

【生活再建支援】
・片付け
・清掃
・

【物資支援】
・食料/水/衣服
・生活用品

【技術支援】
・床下清掃
・屋根修理
・ブルーシート張り
・解体
・写真洗浄
・重機支援

【中間支援】
・情報収集/共有/発信 ・助成金情報/申請支援
・関係機関との連結/調整 ・
・NPO/ボランティア団体の支援

【仮設生活支援】
・引っ越し支援
・家電支援
・見守り支援
・買い物代行
・送迎支援
・医療/看護支援

【地域支援】
・地域ボラセン設置
・みなし仮設住民調査

【生業支援】
・農業ボランティア
・販売支援
・車両貸出支援

【生活再建】
・資金支援
・

【仮設支援】
・地域ボラセン設置
・交流支援(カフェ･サロン)
・子供支援
・地域の話し合い支援
・仮設住宅運営支援
・イベント開催

【相談】
・支援制度説明(相談会)
・行政手続き支援

平時

【防災講座】
・床下講習
・

【災害訓練】
・地域防災
訓練支援
・

NPO

等
の
外
部
支
援
者
が
出
来

る
こ
と

（
平
時
～
発
災
～
復
旧
復
興
）
12



令和３年

13

Fネットの三者連携事例
•久留米市（協働推進課）
•久留米市社会福祉協議会
•福岡県（社会活動推進課/消防防災課）
•福岡県社会福祉協議会
•災害支援ふくおか広域ネットワーク

14

令
和
3
年
8
月
豪
雨

情
報
共
有
会
議

15

令
和
３
年

久
留
米
市
社
協
災
害
ボ

ラ
セ
ン
城
島
サ
テ
ラ
イ
ト

県
社
協
、ト
ヨ
タ
、ダ
イ
ハ

ツ

16



令和4年豪雨災害

1
7

合同災害ボランティア
小規模ですが、平成２４年の豪雨で被
害があった同じ家屋が被災
久留米市の社会福祉協議会とFの会員の
ハッシュとうきは市の「螢火」、朝倉
市の「Camp」、八女市の「がんばりよ
るよ星野村」などと一緒に対応

18

西
国
分
校
区
自
主
防
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組
織
か
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土
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の
提
供
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その次のネットワーク活用
災害が起こった地域の土嚢をかき集めた
が、足りない。
災害が起こらない西国分校区自主防災組
織が作成した土嚢を移動させた。
毎年訓練で作った土嚢が役にたった。

20



自主防災組織が閉じたネットワークへ

少子高齢化に伴い、自主防災組織の担い手が少なくな
り、同じメンバーが長年担当して下さっている状況。
地元に強固なネットワークをもっているが、新しい繋がり
が生まれにくい。
久留米市は、校区の推薦で自主防災組織に取り込まれ
る仕組みになっている。
市民団体が推薦し、久留米市役所から校区の枠に入れ
込む新制度

21

令和５年

22

令
和
５
年
３
月

床
下
浸
水
対
策
講
習
会
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平常時の繋がり
ハッシュ主催の校区向けの研修にFネット幹事団体
（Camp、螢火）を招待
久留米市でリノベーション設計施工、DIYワーク
ショップの企画・運営、空き家対策や移住定住支
援などを行っているH&A brothersを招待
校区の振興会会長、自治会長や被災する可能性が
ある住民の直接繋がる。
事前復興の準備

24



令和５年7月１０日豪雨災害

25

７
月
１
１
日

情
報
共
有
・調
整

県
社
協
、市
社
協
、結

26

久留米市災害ボランティアセンター
７月１２日から災害ボランティアセン
ター開設
ボランティア申し込みが殺到する。
現場に行く予定の学生災害団体の学生
も電話対応へ

27

令和５年 福岡県における大雨災害に関
する情報共有会議
•７月１２日 第１回情報共有会議 １７３名

：
•９月0７日 第８回情報共有会議 ２６名

28



久
留
米
連
携
会
議
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令和5年7月豪雨久留米連携会議

• JVOAD や筑後川コミュニティー財団、YNF、Fネット、ハッ
シュなどで久留米連携会議を立ち上げました。その結果、災害
対応の団体だけでなく一般的な活動をしているボランティア団
体・法人や個人（本団体、社会福祉法人拓く、被災地域の住
民）の参加もありました。その結果、家屋の土砂出しだけなく、
被災者宅の個別訪問、家電家具支援、応急修理制度、農業ボラ
ンティアなどの公的支援制度の紹介などの動きが活発になった。

•８月５日 第１回 １８名
：

•１２月１４日 第１７回 １０名

30

７
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大
学
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大
学
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７
月
１
２
日

ニ
ー
ズ
調
査

自
治
会
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宅
で
雨
宿
り
と

作
戦
会
議
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床
下
の
状
態
確
認
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自治会長と一緒に訪問

市議と自治会による事前調査が出来ている地域
があり、より踏み込んだ調査ができた。
事前に被災者の状況を把握し、支援者に共有
畳と床板を剥がして、床下の状況確認がすぐにで
きた。
民生委員がその役割をしてくれた地域もあった

34

信頼に基づく踏み込み

信頼されている地域の方と一緒にいるからこそ、最
初の訪問で、家に中にいれてもらって、畳と床板を
剥がして、状態を確認させてもらえる。
平成２４年以降多重被災している地域もあり、その
時から人間関係、元々抱えている課題等の共有も
あった地域もあり、土砂の量だけない優先順位が
設定できた。
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地
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公
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休
憩
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事前復興

災害ボランティアセンターから派遣されたボラン
ティア以外の地元の支援活動
地域の仮置き場を決めておけると災害ゴミ出しや
土砂出しが素早く手配できる
情報取集・伝達の仕組み
関係者の駐車場の取り決め
関係者の休憩場所の取り決め
この事前復興も各地域で議論し、事前の決定して
おくと迅速な対応が可能

38

団体とのコーディネート

39

泥
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団体で参加するボランティアの可能性

•団体の強み
•キャンセル率が低い、キャンセルがあっても補充がある
•事前にチーム分けの依頼可能
•各団体に得意なことがあるので、内容の相談も可能

•上記の強みを踏まえた上でのボランティアコーディネート
•日程、人数、内容を含めた調整が可能。
•平常時から連携できていると、その調整がよりきめ細かに

43

企業の強みを生かした連携
公共施設

44
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企業の協力

役に立ちたいと思っている企業は沢山ある。
災害ボランティアセンターと連携した枠組みだ
けでなくその枠組みを越えた活動。
外部支援を調整

50

外周り

•会議への参加を待つだけでなく、こちらから、訪
問、参加して、連携を模索する

•支援の漏れや被りがないように
•全国災害ボランティア支援団体ネットワーク
（JVOAD）と共に
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生活再建

55
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災
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事業所や専門家の協力

自宅にもどる為に応急修理制度を活用して、業者
に見てもらいながら、家を修理する
戻った自宅で生活する為に福祉や医療専門家に
相談する
介護認定をうけるかどうかの判断
申請書作成や業者とのやり取りで心が折れて、申
請を断念する被災者も多い。ここをサポートするこ
とで、負担を軽くしてきた。
行政、無料で代理申請して下さる行政書士会、司
法書士会、弁護士会へ寄り添う活動

58

看護師ネットワーク

災害ボランティアセンターには看護師さんも参画してもらい、災害ボラン
ティアの医療ケアだけでなく水分補給の時に一緒に訪問してもらい被災
者の健康状態の確認をしてもらえた。
その枠組みを越えて
災害ボランティアに立ち会っている被災者の体調が悪くなった時に社協
と職員さんとともに看護師さんを派遣してもらった。
被災者が避難先の家族の健康状態に悩んでいるので、看護師さんにそ
の避難先まで来てもらって、相談に乗ってもらった。病院嫌いの方が病院
に行くようになり、介護認定へ。
災害ボランティアセンターが、役割以外のコーディネートの場に

59
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生活再建

•災害をきっかけに生活が困難になった被災者の支援
•公的補助金と民間補助金と寄付物品のどれを活用するか組み合
わせるかをコーディネート

61

まとめ
平常時
情報共有と連携
災害ボランティア以外の団体とも情報共有と連携
非常時
会議による情報共有と連携
災害ボランティアセンターの場を借りた情報共有と
連携を促進する
こちらから活動場所に訪問してお手伝いをして、情
報共有と連携を促進する

62

災害支援ふくおか広域ネットワーク Fネット
入会申し込み
申し込みフォーム
https://saigaishienfnet.wordpress.com/#nyukai
でお申し込みいただき、当ネットワークの幹事会で承認され次第、お振
込先をご案内いたします。
ご入金の確認をもちまして入会完了となります。

63



「知る」・「つながる」
被災者支援セミナー

福岡県朝倉市総合政策課

朝倉市の概要（令和６年３月末現在）

朝倉市

平成１８年３月２０日甘木市、朝倉町、杷木町が合併し、
「朝倉市」となる。

人口 ５０，３１１人
高齢化率 ３５．８％
世帯数 ２２，２５２世帯
（令和６年３月末時点）

面積 ２４６.７３ｋ㎡
（山林５４.７％田１５.４％
畑８.３％宅地６.６％）
地区コミュニティ１７地区

災害の概要

（１）降雨量 １時間＝１２９．５ＭＭ

２４時間＝約１，０００ＭＭ

（２）流木発生数約２１万 （１７万Ｔ）（地方整備局）

（３）土砂の量 １０６５万 （毎日新聞より）

（４）人的被害死者３６名行方不明者２名

（５）住家被害全壊＝２４２戸大規模半壊＝１３０戸

半壊＝６５９戸床下浸水＝４２２戸

（６）応急仮設住宅借上型＝２７６戸（７１６人）

建設型＝８５戸（１７５人）

杷木星丸



赤谷川

災害前 災害後

赤い点線が従来の河川の
線形

杷木松末・中村

杷木松末・小河内 杷木星丸・正信



杷木林田 杷木志波・梅ヶ谷

朝倉・菱野（奈良ヶ谷川）



１．地域防災計画
これまでの防災関連事業の経緯（Ｈ２３年度～）

平成２４年度の九州北部豪雨災害を受け、共助の重要性を

再認識したことで「地域防災計画の見直し」を行うことより

も命を守る行動がとれる「自主防災組織の強化」を優先

（１）災害対策本部の体制・機能の見直し

（２）地域防災力の強化（自主防災組織の強化）

（３）避難所運営体制と避難所環境整備の見直し

（４）情報の収集、共有、提供について

（５）災害時要援護者の支援について

２．災害ボランティアについて

（１）Ｈ２４年九州北部豪雨災害後に協定に関する協議開始

（２）朝倉市社会福祉協議会と協議（H24.10月～）

（３）「災害時におけるボランティア活動に関する協定」締結

朝倉市と朝倉市社会福祉協議会（H26.3.24）

（４）「朝倉市災害ボランティアセンター運営マニュアル」

策定（H27.3月）

３．災害ボランティアセンター

（１）ボランティアセンターの動向

H29.07.05 災害発生

H29.07.09 災害ボランティアセンター開設

H29.08.02 災害ボランティアセンター移設

H29.10.02 災害ボランティアセンター活動日変更

（金・土・日）

H29.11.10 災害ボランティア登録制へ移行

３．災害ボランティアセンター



７

ボランティア数（H31.3.31現在）
・朝倉市災害ボランティアセンター
（朝倉市社会福祉協議会） 延４５,５５７名

・JA筑前あさくら農業ボランティアセンター
（朝倉市・JA筑前あさくら）

延 ５,０００名

あさくらフォトプロジェクト
・アルバムなどの所有者個人に価値ある写真の復元

ボランティア活動

ボランティアセンターの動向

H29.07.05 災害発生

H29.07.09 災害ボランティアセンター開設

H29.08.02 災害ボランティアセンター移設

H29.10.02 災害ボランティアセンター活動日変更

（金・土・日）

H29.11.10 災害ボランティア登録制へ移行

４．災害ボランティア団体との連携

全国災害ボランティア支
援団体ネットワークをはじ
めとする多くの災害ボラン
ティアと、行政、社協が協
働で被災者支援に取り組む。

9

４．災害ボランティア団体との連携



４．災害ボランティア団体との連携 ４．災害ボランティア団体との連携

JA筑前あさくら農業ボランティアセンター開設

10月３１日受付開始

農家のみなさまへ

Q：農業ボランティアの内容は？
A：被災した農業施設・圃場の復旧活動を行います。
人の手で作業できる内容に限ります。
（詳細は連絡してください。）
Q：農地の災害復旧制度に申請しているけど活動して
くれるの？
A：受付後、事前に調査を行い、朝倉市と協議後に
活動の可否を決定します。（農地の災害復旧制度
に申請している田畑は、原則対象外となります。）

Q：ＪＡの組合員でなくても対応してくれるの？
A：あさくら地域の被災された農家全員が対象です。

まずはご相談ください！問い合わせ
受付10:00～15:00(月、火曜日定休)

090-2465-0004
(11月末まで上記使用)

0946-23-8601
(11月7日から上記使用)

住所:朝倉市宮野2147-1
（ＪＡ筑前あさくら柿選果場内）

設置主体：ＪＡ筑前あさくら
朝倉市

協力：福岡県朝倉普及指導センター
エフコープ、JRVCチーム螢火
被災地医療支援ﾁーﾑそら
JVOAD

農家の営農再開
のために！！

11月3日（金）活動開始活動日
毎週金土日

５．災害ボランティアに関する課題

（１）行政に関すること
ボランティア団体との連携の仕方がわからない。
多くのボランティア団体より支援を頂くが、コーディネート
する知識や技量が行政、社協になかった。
（避難所運営、慰問、医療、重機等）
財政措置がどこまでできるか。
自治体の財政基盤そのものが不安定になるなかで、どれだけ
ボランティアに予算が必要かわからない。

JVOADの協力により、支援者情報共有会議が実施されたことで、
団体間の調整や財源について協議ができた。



５．災害ボランティアに関する課題

ボランティアへの高速道路無料交付受付事務の対応
地元市町村で事前に発行手続をせずに、現地市町村で発行
手続を行う方が多く、事務負担が大きい。
ボランティア作業で収集した漂着ゴミの処分
量が膨大すぎて仮置き場すらない。担当省庁の違いで対応
が違う。
どこまでボランティアで対応してもらうのか。
行政としてやるべきことと、ボランティアにお願いできる
ことの線引きが難しい。

５．災害ボランティアに関する課題

（２）ボランティアセンター運営に関すること
現状把握（ニーズ調査）
被災現場に入れず調査が難航
ボランティア受付対応
１日千人以上の受付とマッチング等で数時間要した。
住家以外のボランティアについての対応
店舗や農地等へのボランティア要望
災害ボランティアセンターの長期化に伴うスタッフの確保
応援職員、支援Ｐもずっといれるものではない。
報道関係の対応
災害の種類によって内容が変わる。

５．災害ボランティアに関する課題

（３）ボランティア受入に関すること
ボランティアに対してネガティブな見方があった。
被災者や市民の中にはボランティアに対して懐疑的で、
信頼できるかという問い合わせもあった。実際にボラン
ティアを称して利己的に被災者に接触する事例があった。
被災者がボランティアをお願いするのにためらいがあった。

…「他の人に比べたら、うちの被害は少ないから」

…「ボランティアさんを呼ぶとお金がかかるのでは」
「なぜボランティアがこないのか！」という被災者もいる。

５．災害ボランティアに関する課題

（４）ボランティア活動に関すること
大量のボランティアと被災地見学等で大渋滞発生
ボランティアセンターで受付を済ませたボランティアが
現地へ向かうのに数時間要した。（特に最初の頃の週末）
道路や水道が寸断され、現地に入れない。
熱中症をはじめとする体調不良者が続出
自称「ボランティアのプロ」が現場を混乱させる。
班のリーダーや被災者のいうことを聞かないので、他の
ボランティアからクレームがある。



包括連携協定による相互協力

（１）九州電力
復旧・復興に向けて施設整備に関する省エネ化等の検討。

（２）キリンビール株式会社
福岡工場が災害ボランティアに団体として登録。
有事の際には職員がボランティアとして活動

（３）久留米大学
学生の皆さんが個人やゼミで災害ボランティアとして参加

６．企業や団体、大学との連携

１１



被災者支援セミナー
「知る」・「つながる」

令和６年５月３１日（金）

朝倉市社会福祉協議会

朝倉市災害ボランティアセンターの開設

≪平成２９年７月 九州北部豪雨》

７月５日 災害発生

７月６日 朝倉市災害対策本部より、朝倉市災害ボランティアセンター
の設置要請。立ち上げにむけて準備。

７月７日 災害ボランティアセンターを開設。ボランティア活動受入にむけ、ニーズ調査やセンター
運営準備。

７月８日 災害ボランティアセンターの設置場所が朝倉球場に決定。
協議の結果、ボランティア受付を翌日（９日）から開始することを決定。

７月９日 活動初日。１０時からボランティア受付予定も、９時に大雨警報が出されたため、活動中止。

７月１０日 ボランティア受付開始。（実質的なボランティア受付初日）

災害ボランティアセンター運営における他団体との連携

◎ 市役所（当時：ふるさと課）… 行政内との全般的な調整、高速道路
減免手続き事務、ＮＰＯ等ボランティア
団体との調整・情報共有

◆朝倉市と朝倉市社協で、平成２６年３月２４日「災害時における
ボランティア活動に関する協定」を締結。

●発災当初から、多くの支援団体等からの問い合わせ、支援協力が・・・

⇒不慣れなセンター運営の中、社協スタッフでの対応が困難。
外部団体の取りまとめをふるさと課に担っていただく。
災害ＶＣで対応が難しいニーズにも連携して対応できた。

災害ボランティアセンター運営における他団体との連携

◎ 朝倉青年会議所（ＪＣＩ）… 資機材調達・運搬、運転ボランティア 等

◆朝倉青年会議所と朝倉市社協で、平成２９年５月３１日「災害時相互
協力協定」を締結。

●ボランティア活動を行うための資機材がない・・・

⇒朝倉青年会議所が資機材の調達、運搬を担って
いただき、災害ボランティア活動を開始するこ
とができた。



災害ボランティアセンター運営における他団体との連携

◎ 企業・団体…飲料水、氷等の提供、団体ボランティア派遣 等

◎ 社会福祉施設（市内外）… 駐車場誘導、運転ボランティア、
看護師派遣、車輌貸出 等

⇒知り合いから知り合いへ声掛け。
帯を組んで、継続的に支援者を派遣していただ
くことで、運営スタッフとして配置しやすかった。

●当初は個人的なつながりから・・・

災害ＶＣ運営の経験を踏まえて

●市、朝倉青年会議所、朝倉ライオンズクラブと四者連携会議を開催

⇒窓口となる担当者、協力可能内容の確認 など

●朝倉市災害時支援事前登録ボランティア・団体・企業等の募集

⇒市とキリンビールとの包括協定をきっかけに・・・
個人Ｖｏのみの登録→団体・企業・事業所にも登録範囲を拡大

≪令和６年４月末現在≫

個人登録・・・・・・ ７２ 名
団体登録・・・・・・ １ 団体
企業・事業所・・・ １ 団体

【個人用】 【団体用】 【企業・事業所用】

≪登録フォーム≫

災害ＶＣ運営の経験を踏まえて

●朝倉情報共有会議の開催

⇒行政や市内の被災者支援を行う関係機関が情報共有・連携

≪災害復旧支援対応範囲≫

社 協 ・・・ 主に住家案件

Ｃａｍｐ ・・・ 重機案件、社協が対応できない案件

農 協 ・・・ 農地案件

災害ＶＣ運営の経験を踏まえて

●朝倉情報共有会議の効果

①それぞれの活動内容等を把握、情報共有できる。
→それぞれの分野しか知らない情報がたくさんある。

②役割分担ができる。
→社協で対応が難しい案件⇒つなぎ先があるという安心感。

③相談しやすい関係性。
→不足資機材や車両などの貸し借りなど協力体制がとれる。



朝倉市災害時支援ボランティア
事前登録募集！！
～災害に強い朝倉市をめざして～

※登録書様式は、市社協HPでダウンロードが可能です

朝倉市社会福祉協議会では、福岡県内在住の方、福岡県内で活動する団体および福

岡県内に本店・支店等がある企業・事業所を対象に、豪雨、地震、台風などの大規模自然

災害に備え、災害ボランティアが必要となった場合に、円滑かつ効果的に活動に繋げること

ができるよう、「災害時支援ボランティア」の登録者、登録団体を募集しています。

活動時はボランティア活動保険に必ずご加入ください。（保険料各自負担）

朝倉市社会福祉協議会（朝倉市甘木198-1）

TEL：0946-22-7834 ＦＡＸ：０９４６－２１－０１６６

ｅ－ｍａｉｌ：shakyou4@city.asakura.lg.jp

登録対象

活動内容

登録方法

活動保険

問合せ

提出先

・福岡県内在住の１８歳以上の方個人

・福岡県内で活動する5名以上の団体団体

・福岡県内に本店・支店等がある企業・事業所企業・事業所

下記Googleフォームから必要事項を入力または

「朝倉市災害時支援ボランティア登録書」に必要事項を記入し、提出

①被災者から依頼があった場合の現場での災害ボランティア活動
（主に住家などの生活復旧のための活動）

②災害ボランティアセンターを設置する場合の運営支援活動
③活動時に使用できる場所・資機材の提供など

登録後は、

毎年、継続

意思確認を

行います。【個人用】 【団体用】 【企業・事業所用】

登録者名簿を別途ご提出いただきます



community action
「知る」「つながる」被災者支援セミナー/（一社）Camp平川文

NPO（企業）と社協・行政との連携

被災者支援とは

役割

連携の必要性

被災者支援とは
災害で被災された方

被災者支援とは

生活再建を支援する活動



命をつなぐ

Point 

たとえ不便でも

被災者支援とは

住まい 食 ,健康 物資
その他

家 屋 保 全 活 動

避 難 所 運 営

在 宅 , み な し , 仮 設
見 守 り 支 援

炊 き 出 し 活 動

サ ロ ン 活 動

保 健 医 療 福 祉 支 援

衣 料 , 食 料 , 寝 具

ト イ レ , 風 呂 等
生 活 必 需 品

調 達 , 配 達 , 配 布

子 ど も 支 援 , 外 国 人 支 援 , ペ ッ ト 支 援

Check 

被災者

普段の生活が出来ない
役割



役割
行政
・災害状況の把握と発表
・制度に基づいた支援
・復旧事業

役割
社協
・課題把握調査
・災害ボランティアセンター
・福祉事業

役割
NPO（企業）

・課題把握調査

・制度の届かない、
間に合わない箇所への支援

・社協以外の作業 連携の必要性



連携の必要性
被災者 受付 ボランティア

社 協

J A

N P O

行 政

連携の必要性

社協

被災地域
行政

NPO,企業

社協

地域外
行政

NPO,企業
個人

連
携

連携の必要性

地域
NPO企業

社協 行政

生業

生活

特殊その他

間接

朝倉市災害支援活動
（ 活動）

土砂災害からの仮復旧期（災害支援活動）概要
家屋外・その他
（特殊支援作業）

家屋内
（社協 ）

農地
（農業 ） 事業

 速報が活動の基準になる

○被災調査
○活動準備
○活動の周知
→被災相談
→ボランティア受入準備

○被災調査
○農地復旧事業制度を周知

○災害速報
○支援制度等の周知
→罹災証明書
→農地復旧事業
→土砂・ゴミ受け入れ
→宅地内土砂撤去事業

○活動開始

 センターを立ち上げるか重要

 受付に期限があるので注意

災害発生

初動

中期

長期

平時

72h
○被害状況確認/発表
○事業調整

○活動終了

○活動開始 ○活動調整/準備

○農地復旧事業開始

○宅地内土砂撤去事業開始

・重機、工具等使用した作業
・水路、法面等の場所

・復旧事業に漏れた箇所
・果樹の根本の土砂撤去・建物内の土砂/災害ゴミ撤去

○復旧事業開始

○活動終了

○活動終了

○活動開始

○復旧事業終了

○活動準備

○活動依頼/調整

 家屋内や農地の調査より
依頼及び調整を行う

 外部の支援団体に応援要請
もしくは

 内部の支援団体を育成

 どこが実施するのか重要

Point！仮復旧作業（災害支援活動）→復旧事業へ

 センターを閉じるが本部機能は
残せないか。高速申請等に関わる。



連携の必要性

・行政連携…制度利用により対応件数が減る。

・社協連携…Vo受入の統一、資機材共有、

スタッフサポート、ニーズ整理。

・企業連携…物資、人材、資金確保。

連携効果


